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14 ダクタイル鉄管 平成27.10 第97号

　本稿では、腐食係数別、布設年数別の管種
毎に調査を行い、その結果を検討し、更新基準
年数を設定した過程を報告する。

１． はじめに
　さいたま市は、埼玉県の南東部に位置する県
庁所在地であり、全国で13番目の政令指定都
市である。いまに至るまでの経緯として平成13年
5月に旧浦和・大宮・与野の3市合併によりさいた
ま市が誕生した。その後、平成17年4月1日に旧
岩槻市との合併を経て、平成26年度末時点で
は人口126万人、市域面積217.43㎢の中核都市
となっている。
　水道事業の概要として配水管布設総延長
は、平成26年度末時点で約3,534ｋｍが埋設さ
れている。その延長の大半がダクタイル鉄管で

約3,292ｋｍ、総延長の約９割強を占めている。今
回、更新基準年数設定を行うにあたり、本市の
配水管の変遷の一覧表を表1の通り示す。
　さいたま市水道局では、事業の取り組みの一
つとして老朽管更新事業を行っている。これは
有形固定資産の法定耐用年数40年を超えるダ
クタイル鉄管、塩化ビニル管等の管種を中心に
更新を進めており、配水管総延長に対し毎年1％

（約35ｋｍ）の布設替えを行っている。しかし、
現状の更新率のペースで布設替えを行うと図1
に示す通り経年化管の割合が右肩上がりで増
加していくことがわかる。その理由として水道の
普及が飛躍的に伸びた昭和40年代から50年代

（高度成長期）に布設した多くの管路が法定
耐用年数を迎え、現在の布設替えのペースで
は更新が間に合わなくなる事態が懸念される。 
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表１　配水管の変遷
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図1　法定耐用年数を経過する管路延長および配水管総延長に占める割合

この結果からわかる通り、法定耐用年数に準じ
た更新を実施していくことは、現状以上に負担
が生じ、人員および財政面が不足する状況が
予想される。なお、ここで挙げられる管路の法定
耐用年数は地方公営企業法で40年と定められ
ているが、これは減価償却における考え方であ
り、実際に使用可能な年数は製造技術の進歩
に伴う品質の向上により、長寿命化していると考
えられる。このことについては、社団法人 日本水
道協会発行「解説　水道事業ガイドライン（ＪＷ
ＷＡ Ｑ100：2005）」にも「法定耐用年数を超えて
いる管路があっても、使用できないわけではない」

「実際に取り換えの必要な管については、管内
外面の調査結果と併せて検討していく必要があ
る」と記載されていることから、現地で調査を実
施し更新基準を検討することとした。今回の管
体腐食調査は、さいたま市内に埋設されている
配水管のうち総延長の約９割を占め、今後更新
対象延長が急激に増加するダクタイル鉄管を対
象とした現地調査および室内調査であり、その
結果について腐食予測式を用いて老朽度ランク
を求め、更新基準年数を設定するまでの流れを
報告する。
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２． 条件および調査方法
２－１　調査条件

　ダクタイル鉄管を腐食老朽度の面から評価す
るため、管外面の腐食を指標とする。この外面
腐食は埋設年数に加え、埋設環境（地盤・土壌）
の腐食性に強く影響を受けるとされていることか
ら、これらの因果関係を把握することが重要で
あると考える。
　今回の調査条件として、埋設年数、埋設環境
並びに管路更新支援システムを用いて腐食係
数別に26地点を調査箇所として選定した。また、
ポリエチレンスリーブ被覆箇所の腐食状況の確
認を行うため4地点を追加し、市内合計30地点
を調査箇所として選定したものを表2に示す。
　なお、腐食係数とは埋設環境の腐食性を示

す値であり、さいたま市の地盤の腐食性の強さ
に応じて求めたものである。ここでは、この値をハ
ザードマップｋ値として管路更新支援システムを
用いて算出した。
　また、調査箇所を以下４つの条件で区分し、
調査を行った。
区分１　 ハザードマップｋ値を統一、埋設年数別

の影響調査（12地点）
区分２　 埋設年数を統一、ハザードマップｋ値別

の影響調査（12地点）
区分３　 ポリエチレンスリーブの被覆効果の調査

（4地点）
区分４　 ハザードマップｋ値が高く、埋設年数が

長期の調査（2地点）

表2  調査箇所一覧
地点 属性

区分 № 住所 呼び径（mm） 布設年度（年） 埋設年数（年） ポリエチレンスリーブ有無 ハザードマップｋ値

1

1 南区曲本 250 1970 44 無 0.780
2 南区白幡 100 1975 39 無 0.780
3 西区土屋 100 1979 35 無 0.780
4 桜区上大久保 150 1979 35 無 0.780
5 南区南浦和 100 1981 33 無 0.780
6 南区文蔵 100 1981 33 無 0.780
7 南区根岸 100 1983 31 無 0.780
8 南区沼影 150 1983 31 無 0.780
9 南区文蔵 100 1985 29 無 0.780

10 南区辻 100 1985 29 無 0.780
11 桜区神田 75 1985 29 無 0.780
12 南区内谷 75 1986 28 無 0.780

2

1 中央区八王子 100 1982 32 無 0.813
2 見沼区膝子 150 1982 32 無 0.780
3 南区文蔵 100 1982 32 無 0.757
4 南区太田窪 75 1982 32 無 0.715
5 緑区大間木 100 1982 32 無 0.705
6 南区南浦和 100 1982 32 無 0.693
7 北区本郷町 200 1982 32 無 0.677
8 北区日進町 100 1982 32 無 0.656
9 緑区東浦和 100 1982 32 無 0.620

10 桜区西堀 75 1982 32 無 0.612
11 浦和区上木崎 100 1982 32 無 0.601
12 西区中野林 100 1982 32 無 0.531

3

1 中央区八王子 100 1988 26 有 0.813
2 西区植田谷本 100 1988 26 有 0.780
3 南区大谷口 75 1988 26 有 0.620
4 西区西遊馬 100 1988 26 有 0.531

4 1 桜区中島 100 1979 35 無 0.813
2 桜区中島 100 1972 42 無 0.813



17ダクタイル鉄管の更新基準年数設定に対する評価

２－2　調査方法および結果

1） 現地調査

・埋設環境調査
　既設管路の一部を全周掘削し、埋設環境とし
て土被り、埋戻し状況の調査を行った。その結
果、既設管の土被りは浅い地点で1.10ｍ、深い
地点で1.80ｍという結果が得られ、30地点のうち
22地点の既設管の土被りは約1.20ｍである事を
確認した。また、30地点のうち27地点で埋戻しに
よる「砂置き換え」が行われていた。
・管体調査
　露出させた管外面の付着物をワイヤーブラシ
やテストハンマー等で除去した後、目視で管外
面の状況を調査した。腐食が認められた場合、
図2に示すように腐食の深さをデプスゲージ（孔
食計）、大きさ（長径、短径）をスケールで計測し
た。また、参考に腐食していない健全部の管厚
を外面から超音波厚さ計で測定した。その結果

を図3の通り示す。　　　　
　調査の結果、ポリエチレンスリーブを装着した
4地点は腐食が認められず、防食効果を確認す
ることができた。一方、上記4地点以外の26地点
のうち、20地点では外面の腐食が生じていること
を確認した。

図3　腐食調査結果

図2　腐食深さおよび腐食面積の測定方法
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・土壌および地下水の採取
　土壌の採取については、図4に示すように調
査対象管の周囲（管上、管横、管下）や掘削溝
内の地山から、土質や土色の異なる土壌を3検

体以上採取した。また、溝内に地下水が見られ
る場合は同時に採水した。
　土壌は全体で95検体、地下水は15検体採取
した。
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【実際の現地調査の流れ】

図4　土壌および地下水の採取箇所

図5　現地調査の流れ
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2） 室内調査

　各地点で採取した土壌および地下水の腐
食性を表3の内容で調査を行った。その結果、
ANSI腐食性評価点が高いほど管外面の腐食
が進行しているという結果が得られた。一方、
表2にある区分３よりポリエチレンスリーブの被覆
効果を確認する調査箇所において、ANSI腐食
性評価点が高く腐食性が強いとされる土壌に
布設後26年経過した管には腐食が認められな

3． 腐食予測式による老朽度評価
　得られた外面腐食深さの実測値および埋設
土壌の調査結果に基づいて腐食予測式から求
めた値（予測値）を用いて調査対象管および全
管路の老朽度ランクを評価した。老朽度ランクの
評価には、社団法人 日本水道協会発行の「水
道施設更新指針（平成17年5月）」を基準とし、
算出した結果を表4に示す。今回の考え方として
市内に埋設されている管のうち大部分を占める
呼び径75～150の管を基準に確認することとし
た。また、ここでは腐食深さの実態と今回行った
土壌調査結果を基にして、さいたま市内の腐食

かったため、ポリエチレンスリーブ装着による防
食機能を有していることが確認できた。
　30地点で得られた土壌分析データを用いた
相関分析の結果から、腐食速度は水分が多く、
硫黄分を多く含んだ腐食性の強い土壌ほど相
関が強く、外面腐食の進行は、土壌の腐食性に
よって促進されていることを統計的にも判断する
ことができた。

係数ｋ値を腐食予測式から求めた（なお、前述
のハザードマップｋ値は既存の地盤情報から求
めたものである）。

表3　調査内容および調査項目

調査項目

土壌分析

①土壌の種類および色　　　　　　
②土壌比抵抗測定　　　　　　　
③pH測定　　　　　　　　　　　
④Redox電位測定　　　　　　　
⑤含水比測定　　　　　　　　　
⑥硫化物有無の測定　　　　　　
⑦強制酸化試験後のpH測定　　　
⑧硫黄含有率の測定

土壌抽出水　　　　　
および　　　　　　　
地下水分析

①比抵抗測定　　　　　　　　　　
②pH測定　　　　　　　　　　　　
③硫酸イオン含有量測定　　　　
④塩素イオン含有量測定　　　　　
⑤蒸発残留物測定　　　　　　　
⑥腐食抵抗測定

土壌の腐食性評価 ANSI評価（ANSI/AWWA C105/A21.5）

調査内容

室内調査

腐食予測式

Ｙ=ｋ×ｔ0.374

Ｙ…管外面腐食深さ予測値(mm)
ｋ…埋設環境の腐食性評価係数

ｔ…埋設年数(年)
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4． 更新基準年数の評価
４－１．評価条件の設定

　さいたま市に整備されている管路は年代に
より地山埋戻し、川砂埋戻し、改良土埋戻し等
様 な々条件で埋設されている。今回の調査地点
では主に地山と砂のサンプル数が最も多く得ら
れた。原則的に砂は一律に腐食性が低いと評
価されているため、今回は地山の腐食しやすさ
毎に分類し検討することとし、さいたま市内の既
存の地形分類や表層地質分類情報を取り入れ

た。また、標高について、過去東京湾沿岸では、
約一万年あまり前の縄文時代より気温が上昇し
て氷河が溶け出したため、海水が増加し海面
高度は現在より最大5ｍ高く、当時は荒川や中川
にも海水が浸入していたようである。したがって、
現在のさいたま市域の標高5ｍ以下は旧海域と
判断して評価を行った。分類別に色分けしたも
のを図6に示す。

表4　老朽度ランク判別表

図6　地形、表層地質、標高の色別

地形分類図　名称 表層地質分類図　名称 地盤高

ローム

砂泥堆積物（河原・氾濫原）

砂泥堆積物（旧流路跡）

谷底平野（谷地田） 砂質堆積物

谷底平野（河道・氾濫原） 砂泥堆積物・泥質堆積物

自然堤防 泥質堆積物（後背湿地の腐食土）

氾濫原（湿地） 泥質堆積物（主として泥炭・湿地）

氾濫原（後背湿地） 泥質堆積物（谷地田の腐食土）

河原 泥質堆積物（河道・氾濫原）

後背湿地 泥質堆積物

旧流路跡 泥・シルト・砂の互層

火山灰台地

0～6ｍ未満

6ｍ以上

台地（腐食性低）

旧海域（腐食性高）

陸地（腐食性低）

再分類再分類

低地　（腐食性高）
未固結堆積物B（腐食性高）

未固結堆積物A（腐食性中）

ローム（腐食性低）

再分類

 

出典：[1/50,000都道府県土地分類基本調査の地形分類図及び表層地質図（国土交通所　国土政策局　国土情報課　監修）]
　　　このデータを参考に色分け分類をおこないました。
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　今回の調査箇所は30地点とサンプル数が多く
ないため、過去の調査で得られている16地点の
データを加え、計46地点のデータを用いて評価
を行うこととした。さらに精度をあげるため、既存

４－２．腐食深さの進行状況

　診断ブロックごとの外面腐食深さの進行曲
線を図7に示す。なお、表5の地盤情報による区
分別一覧のとおり腐食係数が低い区分（ｋ値
0.625）のグラフをＡ（青色）、腐食係数が比較的
高い区分（ｋ値0.840）のグラフをＢ（赤色）で表示

の地盤情報から腐食が進む地区とその他の地
区で分類し、表5の通り診断ブロックとして一覧
表にまとめた。

した。表4の老朽度ランク判別表を基にグラフを
検証していくと、腐食性の高い地区であっても3
種管の場合更新対象の老朽度ランクⅡ以上に
達するまでに60年以上、1種管の場合では100
年以上使用可能ということが判断できる。

表5　地盤情報による区分別一覧
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5． ダクタイル鉄管の更新基準年数の設定
　更新基準年数を設定するにあたり、管厚（1種
管、3種管）およびポリエチレンスリーブ装着の有
無、管外面の老朽度を基に検証を行った。
　分類Ⅰについて、今回の調査対象の管にして
おらず、管内面のモルタルライニングも施されて
いないことから、今まで通り40年で更新を検討す
ることとした。
　分類Ⅱについて、今回の調査対象の管であ
り、現地調査および腐食予測式による老朽度評
価から60年以上は使用可能という結果が得ら
れた。そのため、更新基準年数を60年とした。
　分類Ⅲについて、分類Ⅱの管の情報に加えて

ポリエチレンスリーブの防食機能の確認を行い、
布設後26年経過した管外面に腐食が見られな
かった。そのため、分類Ⅱで設定した更新年数に
ポリエチレンスリーブの効果確認年数25年を加
えた85年を更新基準年数とした。
　分類Ⅳについて、今回は3種管として調査を
行ったが、その情報を基に1種管の情報の老朽
度ランクと腐食深さを算出、判定し、100年以上
は使用可能という結果が得られたため、100年を
更新基準年数とした。
　上記事項をまとめたものを表6に示す。

図7　診断ブロックごとの外面腐食深さの進行曲線

3種管（4.2㎜）

1種管（5.7㎜）
φ150の場合の老朽度
ランクⅡに達する外面
腐食深さ
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6． おわりに
　今回、統計的な手法を用いることにより、ダクタ
イル鉄管の更新基準年数の設定を行った。評
価内容については管の外面や埋設されている
部分の土壌状況の評価によって更新基準年数
の検討を行い評価した。今後の課題として、水
道本管の漏水状況等を踏まえて更新基準年数

を長期に延長した配水管を中心に再度調査を
行い、更新基準年数延長の可能性を検証して
いく必要がある。そして、この検証に併せて、ポリ
エチレンスリーブ装着状況にみられる効果も調
査を行い、更なる更新費用の抑制と事業の効率
化を図っていきたいと考える。

表6　ダクタイル鉄管更新基準年数

  (注2)ポリエチレンスリーブ被覆

  (注1)内面ライニング



１．大阪広域水道企業団の工業用水道事業
　大阪広域水道企業団（以下「企業団」とい
う。）は、平成23年4月1日に大阪府水道部の事
業を継承し、大阪市を除く大阪府内の42市町村
に水道用水を供給する水道用水供給事業、お
よび府内の431社（平成27年3月末時点）に工業
用水を供給する工業用水道事業を運営してい
る。
　工業用水道事業は、堺・泉北臨海工業地域
における工業用水の需要に対応するため、昭和
34年度から昭和44年度にかけて「産業基盤整
備」として、一方、北摂、東大阪、泉州地域にお
いて地下水の汲み上げ規制が行われたことに
伴い昭和38年度から昭和54年度にかけて「地
盤沈下対策」として工業用水施設を建設してき
た。

　また、関西空港対岸のりんくうタウンや食品コ
ンビナートに工業用水を供給するため、昭和62
年度から平成6年度にかけ施設整備を進め、現
在管路延長は524ｋｍに及んでおり、年間約172
百万㎥の工業用水を供給している。

２．施設整備計画について
　当企業団の工業用水道施設は、浄水場や多
くの工業用水道管（以下、「配水管」という。）が、
今後、平成41年度までに、順次耐用年数を経過
し、本格的な更新の時代を迎えることとなる。
　このような状況の中、平成17年3月に長期的な
視点に立って危機管理対策の強化や機能向上
とあわせて、効率的に老朽化施設の改良更新
を進めるための「長期施設整備基本計画（目標：

事業実施と安定給水の両立を目指している。

３．臨海地区での取組
　企業団では、マスタープランによる整備方針に
従い、特に需要量が多い受水企業が集中する
堺・泉北臨海工業地帯に向けた配水幹線の更
新に向けた対策として、バイパス配水管の整備
を最優先に行ってきた。
　本稿では、耐震性能と給水安定性を大幅に
向上させたバイパス配水管の概成により、基幹
配水管路の更新として最初に着手した約2km
にわたる配水管の布設替を実施している堺臨
海6区での配水管布設替工事について紹介す
る。（図１）

平成41年度）」を策定した。その後、水需要の減
少傾向が明らかになり、その需要減の動向に即
した効率的な施設整備を行うため、「長期施設
整備基本計画」の見直しを行い、平成22年5月
に「施設整備マスタープラン（目標：41年度）」を
策定した。更に、平成26年度には、将来の水需
要の減少、臨海部において増加傾向にある漏
水事故への対応や東日本大震災による被災状
況を踏まえた災害対策等の新たな課題に対し、
より一層効率的に対応していくためマスタープラ
ンを改訂した。
　今後、マスタープランやその実施計画である
「中期経営計画2015-2019」に基づき事業を実
施するとともに、時代のニーズに柔軟に対応して
計画の内容を適宜検討・評価し、より効率的な

NS形ダクタイル鉄管（呼び径600および呼び径400）
による臨海部配水管の布設替事例

大阪広域水道企業団
　南部水道事業所　整備課

日野　孝彦
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図１　位置図
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４．配水管布設替工事（堺臨海6区・堺市）
１）経緯

　本工事の対象となる配水管は、堺市の臨海
部埋立地に布設されている呼び径600の鋳鉄
管（直管部AⅡ形、異形管部C形）であり、昭和
40年度に布設してから約50年が経過している。
　継手のボルトが海水成分を含む地下水により
激しく腐食していたため、昭和63年度から平成6
年度にかけて「配水管継手補強工事」として、
継手ごとの掘削によりＴ頭ボルトを取替え、延命
化を実施してきた。（図２）
　近年では、平成24年11月から平成25年1月に

かけて当配水管の下流部で漏水が頻発した
が、当該地域はマスタープランに基づく更新計
画により今回の工事で更新する予定があったこ
と、下流部の受水量が布設当初と比較して少な
くなっていたことから、緊急対策として漏水箇所
を含む区間約200mに呼び径200の仮設配管を
布設することにより対応してきた。

２）工事概要

　今回の布設替工事に伴い、平成25年度に実
施設計委託を行い、平成26年度から工事に着
手した。以下に工事の概要を示す。（図３）

　既設管は全線にわたり呼び径600であった
が、更新管は、現在及び今後の工業用水の需
要を考慮して上流部は呼び径600、下流部は呼
び径400とした。
　管種は、現地での施工性、耐腐食性を考慮し
てダクタイル鉄管とし、全線ＮＳ形継手により耐震
化された配水管路を構築することとした。

3）現場状況

　工事箇所は堺・泉北臨海工業地域の主要地
域の片側3車線、幅員10mの大規模な道路であ
り、大型トラック、トレーラー等の交通が非常に多
い。
　地下埋設物は、水道、NTTに加え、大容量の
電気、中圧ガスおよび石油輸送管などの重要埋
設物が輻輳しているうえ、海域が近い埋立地で

工事場所：大阪府堺市西区築港新町1丁地内～大阪府堺市西区築港新町3丁地内
工事期間：平成26年8月22日～平成28年1月29日
工事概要：配水管布設工 呼び径600（NS形）L=753.74m
 呼び径400（NS形）L=1,217.61m
　　　　　不断水割丁字管設置工 N=2箇所
　　　　　分岐管接合替工 （呼び径75～500〈NSおよびGX形〉）N=4箇所
　　　　　弁室築造工 N=23箇所
　　　　　配水管撤去工 呼び径600　L=2,260.78m

図３　工事概要図
図２　ボルトナット状況

<撤去>
φ600 L≒1,540ｍ

<布設>
φ400 L≒1,220ｍ
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<布設>
φ600 L≒750m

新設管（本管）
新設管（分岐）
撤去管（本管）
撤去管（分岐）
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４．配水管布設替工事（堺臨海6区・堺市）
１）経緯
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を含む区間約200mに呼び径200の仮設配管を
布設することにより対応してきた。

２）工事概要
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施設計委託を行い、平成26年度から工事に着
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要を考慮して上流部は呼び径600、下流部は呼
び径400とした。
　管種は、現地での施工性、耐腐食性を考慮し
てダクタイル鉄管とし、全線ＮＳ形継手により耐震
化された配水管路を構築することとした。

3）現場状況

　工事箇所は堺・泉北臨海工業地域の主要地
域の片側3車線、幅員10mの大規模な道路であ
り、大型トラック、トレーラー等の交通が非常に多
い。
　地下埋設物は、水道、NTTに加え、大容量の
電気、中圧ガスおよび石油輸送管などの重要埋
設物が輻輳しているうえ、海域が近い埋立地で
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工事期間：平成26年8月22日～平成28年1月29日
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4-2）地下水対策

　当初設計では地下埋設物等との交差による
矢板欠損部の地下水対策として、薬液注入工
法による地盤改良で対応することを計画してい
た。
　薬液注入工の施工時は、規制範囲を大型車
両が多数通行する2車線目まで占用することが
必要であったが、広い範囲で1車線を24時間規
制できることとなったことから、当初は検討対象
から外れていたウエルポイント工法が検討の対

象として浮上した。
　ウエルポイント工法とは、ライザパイプを対象と
なる地盤に打設し、真空ポンプにより強制的に吸
い上げ地下水位を一時的に下げ床付け面の安
定化を図る工法である。水道工事では採用実
績が少ないが、即日にライザパイプ設置、地下水
吸い上げ、管布設まで行えるため、薬液注入に
比べると施工効率を大幅に上げることができた。
　ただし、周辺への影響は否めないため、安全

あることから地下水位が非常に高い。
　また、当該地域は下水処理施設が無く工事
排水は道路排水施設を通じ直接海に排水され
るため特に注意を払う必要があった。
４）管布設時の工夫

　当該路線は老朽化が進み漏水が多発してい
る路線であること、石油精製企業等の生産活動
の生命線となる工業用水を供給していることか
ら、新管への切り替えを可能な限り早期に短時
間で行うことに主眼を置き、施工効率の向上を
主要課題とした。

4-1) 現場規制方法

　現道での開削工法による管布設にあたり、布
設する管口径が呼び径400～600と比較的大口
径であること、現場が埋立地であり地盤が軟弱
で地下水による影響が大きいことを考慮すると、
掘削～管接合～埋戻～仮復旧のサイクルを即

日復旧で行うにはせいぜい1日1本程度の進捗と
なることが予想された。
　そこで、受注者の多大な協力のもと、施工サイ
クルの効率化について所轄警察及び沿線企業
と協議を重ね、大型車両の通行が多いが直線
道路であることから視認性のよい規制表示を行
い、施工期間中の転落防止対策及び交通誘導
を適切に行うことを丁寧に説明することにより3車
線のうち1車線を24時間規制する許可を得るこ
とができた。
　これにより、即日復旧の必要性がなくなったこと
で、1週間で80～90m程度の進捗が可能となり、
掘削から床付け、管布設、埋戻し、転圧、仮舗装
の各ステップを効率的に施工でき施工期間の短
縮を図ることができるとともに、施工管理の面でも
管理しやすい現場環境を構築することができ
た。（写真 1、 2、 3）

写真1　現場規制状況

写真2　施工状況 写真3　継手施工状況
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4-2）地下水対策

　当初設計では地下埋設物等との交差による
矢板欠損部の地下水対策として、薬液注入工
法による地盤改良で対応することを計画してい
た。
　薬液注入工の施工時は、規制範囲を大型車
両が多数通行する2車線目まで占用することが
必要であったが、広い範囲で1車線を24時間規
制できることとなったことから、当初は検討対象
から外れていたウエルポイント工法が検討の対

象として浮上した。
　ウエルポイント工法とは、ライザパイプを対象と
なる地盤に打設し、真空ポンプにより強制的に吸
い上げ地下水位を一時的に下げ床付け面の安
定化を図る工法である。水道工事では採用実
績が少ないが、即日にライザパイプ設置、地下水
吸い上げ、管布設まで行えるため、薬液注入に
比べると施工効率を大幅に上げることができた。
　ただし、周辺への影響は否めないため、安全

あることから地下水位が非常に高い。
　また、当該地域は下水処理施設が無く工事
排水は道路排水施設を通じ直接海に排水され
るため特に注意を払う必要があった。
４）管布設時の工夫

　当該路線は老朽化が進み漏水が多発してい
る路線であること、石油精製企業等の生産活動
の生命線となる工業用水を供給していることか
ら、新管への切り替えを可能な限り早期に短時
間で行うことに主眼を置き、施工効率の向上を
主要課題とした。

4-1) 現場規制方法

　現道での開削工法による管布設にあたり、布
設する管口径が呼び径400～600と比較的大口
径であること、現場が埋立地であり地盤が軟弱
で地下水による影響が大きいことを考慮すると、
掘削～管接合～埋戻～仮復旧のサイクルを即

日復旧で行うにはせいぜい1日1本程度の進捗と
なることが予想された。
　そこで、受注者の多大な協力のもと、施工サイ
クルの効率化について所轄警察及び沿線企業
と協議を重ね、大型車両の通行が多いが直線
道路であることから視認性のよい規制表示を行
い、施工期間中の転落防止対策及び交通誘導
を適切に行うことを丁寧に説明することにより3車
線のうち1車線を24時間規制する許可を得るこ
とができた。
　これにより、即日復旧の必要性がなくなったこと
で、1週間で80～90m程度の進捗が可能となり、
掘削から床付け、管布設、埋戻し、転圧、仮舗装
の各ステップを効率的に施工でき施工期間の短
縮を図ることができるとともに、施工管理の面でも
管理しやすい現場環境を構築することができ
た。（写真 1、 2、 3）

写真1　現場規制状況

写真2　施工状況 写真3　継手施工状況
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性の担保を入念に行った。具体には、机上計算
で周辺地盤に与える影響（主に沈下量）を検証
し、現場では施工箇所周辺における沈下観測、
吸い上げた水の水質確認を1日2回行い、異常
値を観測した時点でウエルポイント工の稼働を
中断する管理計画を作成し現場に臨んだ。
　幸い施工期間中に規定値以上の沈下、水質
異常などは観測されず、地盤の安定を図りなが
ら確実に配水管を布設することができた。
（写真4）

4-3）工事排水処理方法

　工事排水については、路面の排水先が海域
に直結していることから排水基準に対応できる
濁水処理機を導入し、濁質を沈殿させたのち、
排水基準を満足する上澄み水のみを排水した。
処理工程としては、濁水に濁質を沈殿させるた
めの核となる高分子を加え、そこへ凝集剤として
ポリ塩化アルミニウムを添加、撹拌し濁質を沈殿

させるものである。
　本工事の路線は長距離に及ぶため、濁水処
理機の移設が必須となるが、仮設電力や設備
の移動手間の関係から、ホースを通行の影響に
ならない場所に伸ばし、約2kmの現場に2台設
置することで、設備移設、電力の確保等の手間
を省くこととした。

4-4）関係機関との調整

　道路管理者、所轄警察はもとより、隣接する工
場など関係機関との協議や調整についてもその
都度行い、試験掘についても多数実施した。ど
の地下埋設物も埋め立て当時に布設されたも
のが多く、残存している図面と実際の位置との
乖離が激しいものもあり、試験掘の重要さを改め
て認識した。
　受水企業への分岐管の既設から新設への
切り替え作業についても、断水しての切り替え作
業が困難な受水企業や短時間しか断水できな

い企業が多く、切り替え作業に対して多くの制約
があったが、不断水工法や夜間の数時間内で
の施工によって、受水企業へ影響を与えることな
く、切り替え作業を完了することができた。

５）既設管撤去

　既設管の撤去については、当初漏水実績の
ない上流側を残置させ、需要量が多く断水に
よって大規模な事故を誘発する可能性のある企
業への二重管として運用することで、片側が破
断した際も、受水企業への配水が可能となる設
計としていた。
　しかし、上流側についても漏水の多発する下
流側と同様の年数が経過し、海水等の影響を
受け脆弱化していることが否めないため、上流
側についても撤去することとした。現在は既設管
の撤去を施工中である。（写真5）
　また、今後の管の状況把握の参考とするた
め、今回の撤去管を用いて管体の腐食度調査
を実施している。

５．おわりに
　企業団で布設している配水管は、今後も今回
と同様の布設替等による管更新が主要な業務
となってくる。
　今回の工事は臨海部であったが、市街地に
は市街地の、工業地域には工業地域のそれぞ
れ特有の施工条件や規制があり、工事を安全
に円滑に施工するためには関係機関との協議
や調整が非常に重要であることを改めて実感し
た。
　受注者には技術力はもちろんのこと、そういっ
た関係機関との協議や調整といった総合力が
求められる。発注者である我々は、受注者に任
せきりにするのではなく、工事のプロデューサーと
して指揮をとらねばいけない。受注者が施工し
やすい環境を整えるともに、受注者からの提案
の是非を判断するためにより深い知識と、現場
の実情を把握していく必要があると感じた。
　発注者と受注者それぞれの立場はあったが、
工事を施工するという点において、双方が同じ

方向を向いて協力していけ
たことが今回の工事を円滑
に進めることができた要因で
はないかと考える。

写真4　ウエルポイント施工状況 写真5　管撤去状況
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性の担保を入念に行った。具体には、机上計算
で周辺地盤に与える影響（主に沈下量）を検証
し、現場では施工箇所周辺における沈下観測、
吸い上げた水の水質確認を1日2回行い、異常
値を観測した時点でウエルポイント工の稼働を
中断する管理計画を作成し現場に臨んだ。
　幸い施工期間中に規定値以上の沈下、水質
異常などは観測されず、地盤の安定を図りなが
ら確実に配水管を布設することができた。
（写真4）

4-3）工事排水処理方法

　工事排水については、路面の排水先が海域
に直結していることから排水基準に対応できる
濁水処理機を導入し、濁質を沈殿させたのち、
排水基準を満足する上澄み水のみを排水した。
処理工程としては、濁水に濁質を沈殿させるた
めの核となる高分子を加え、そこへ凝集剤として
ポリ塩化アルミニウムを添加、撹拌し濁質を沈殿

させるものである。
　本工事の路線は長距離に及ぶため、濁水処
理機の移設が必須となるが、仮設電力や設備
の移動手間の関係から、ホースを通行の影響に
ならない場所に伸ばし、約2kmの現場に2台設
置することで、設備移設、電力の確保等の手間
を省くこととした。

4-4）関係機関との調整

　道路管理者、所轄警察はもとより、隣接する工
場など関係機関との協議や調整についてもその
都度行い、試験掘についても多数実施した。ど
の地下埋設物も埋め立て当時に布設されたも
のが多く、残存している図面と実際の位置との
乖離が激しいものもあり、試験掘の重要さを改め
て認識した。
　受水企業への分岐管の既設から新設への
切り替え作業についても、断水しての切り替え作
業が困難な受水企業や短時間しか断水できな

い企業が多く、切り替え作業に対して多くの制約
があったが、不断水工法や夜間の数時間内で
の施工によって、受水企業へ影響を与えることな
く、切り替え作業を完了することができた。

５）既設管撤去

　既設管の撤去については、当初漏水実績の
ない上流側を残置させ、需要量が多く断水に
よって大規模な事故を誘発する可能性のある企
業への二重管として運用することで、片側が破
断した際も、受水企業への配水が可能となる設
計としていた。
　しかし、上流側についても漏水の多発する下
流側と同様の年数が経過し、海水等の影響を
受け脆弱化していることが否めないため、上流
側についても撤去することとした。現在は既設管
の撤去を施工中である。（写真5）
　また、今後の管の状況把握の参考とするた
め、今回の撤去管を用いて管体の腐食度調査
を実施している。

５．おわりに
　企業団で布設している配水管は、今後も今回
と同様の布設替等による管更新が主要な業務
となってくる。
　今回の工事は臨海部であったが、市街地に
は市街地の、工業地域には工業地域のそれぞ
れ特有の施工条件や規制があり、工事を安全
に円滑に施工するためには関係機関との協議
や調整が非常に重要であることを改めて実感し
た。
　受注者には技術力はもちろんのこと、そういっ
た関係機関との協議や調整といった総合力が
求められる。発注者である我々は、受注者に任
せきりにするのではなく、工事のプロデューサーと
して指揮をとらねばいけない。受注者が施工し
やすい環境を整えるともに、受注者からの提案
の是非を判断するためにより深い知識と、現場
の実情を把握していく必要があると感じた。
　発注者と受注者それぞれの立場はあったが、
工事を施工するという点において、双方が同じ

方向を向いて協力していけ
たことが今回の工事を円滑
に進めることができた要因で
はないかと考える。
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1. はじめに
　昭和40年代前半、建設省（当時）が宮城県南
部の七ヶ宿町に七ヶ宿ダム建設を計画し、その
水源を活用した水道用水の供給について検討
が進められた。昭和40年代後半には全国的な
人口の大幅な増加に伴い水需要も高まったが、
市町村が独自に水源を確保し水道用水を供給
することは困難であることから、県内の水道普及
率を高水準に保つため広域的な用水供給事業
への期待が高まり、「仙南・仙塩広域水道用水
供給事業」が具体化されることになった。
　昭和52年には水道法に基づく事業認可を取
得し、昭和53年度から本格的に建設工事に着
手した。当初、ダム取水系と河道取水系の2系
統により、日最大計画給水量を553,300㎥で計画
し、平成2年度より一部給水を開始した。平成5 図1　仙南・仙塩広域水道用水供給事業
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年度までには、ダム取水系の計画給水量となる日
給水能力量279,000㎥の施設整備を完了した。
　その後、人口予測が下方修正されるなど水需要
が停滞する中、受水市町の合意を得て河道取水
系の整備は休止することになり現在に至っている。

2. 仙南・仙塩広域水道用水供給事業の概要
　宮城県企業局が運営する、「仙南・仙塩広域水
道用水供給事業」は仙南・仙塩地域の17市町に
水道用水を供給する事業である。県南部に位置す
る七ヶ宿ダムを水源とし、白石市にある南部山浄水
場で浄水処理を行い、仙塩地区への送水管（高区

図2　仙南・仙塩広域水道　事業概要
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図3　危機管理検討会　バックアップ機能強化策

②他事業隣接管
　との接続

③部分バイパス化

③部分バイパス化

③部分バイパス化

③部分バイパス化 低区管路

凡例
軟弱地盤地域

高区管路 ①連絡管

系管路）と仙南地区への送水管（低区系管路）の2
系統で水道用水を供給している。
　運用中の施設（送水管路）の特徴としては、全国
屈指の高圧管路（最大1.7MPa）および大口径管
路（最大で呼び径2400）のため、緊急時の資材確
保が困難であること、2系統の送水管路を単一
方向で整備したことから、バックアップ機能に脆
弱性がみられていた。

3. 危機管理検討会
　供用開始から20年以上が経過し、初期に整
備した施設の老朽化や平成20年度には軟弱地
盤地域において漏水事故が発生し、漏水箇所
より下流側の2市2町で3日間の断水被害を起こ
した。この漏水事故を機に受水市町と危機管理
検討会を設置し、漏水事故等に対するバックアッ
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4.  東日本大震災と宮城県企業局新水道ビ
ジョンの策定

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災は
最大震度7を記録するという未曾有の大災害と

［3案の対策内容］（上から順に優先度が高い）

① 　高区・低区連絡管の整備（送水管路のループ化）
　 　単一方向の送水管同士を連絡管で接続することにより管路のループ化を図る。
②　送水管路の他事業隣接管との接続
　 　送水管と他事業者の配水管と接続することにより、用水の相互融通を確保する。
③　送水管路の部分バイパス管の整備
　　平野部に点在している軟弱地盤地帯の送水管路の部分バイパス化を図る。

　　以下、危機管理検討会での検討結果3案について示す。

なった。特に仙南・仙塩広域水道の送水管路に
おいては送水管路の上流部で漏水事故が発生
したことから下流側の受水全市町に対し長期
間にわたる断水被害を起こし、改めて水道施設
の耐震化やバックアップ体制の強化などの必要
性を認識した。
　平成22年に策定した「宮城県企業局長期水
道ビジョン」を、東日本大震災で得た教訓を踏ま
えて進化させ、今後50年、100年先を見据えなが
ら安全で安心な「水」を安定して供給していくた
めの基本的な方向性と、その実現のための方策
を取りまとめた「宮城県企業局新水道ビジョン」
を平成26年9月に策定し公表した。

プ機能の強化策を検討してきた。
　危機管理検討会での検討結果については、
平成22年4月に策定した「宮城県企業局長期水

道ビジョン」の主要施策として掲載し、水道用水
の安定的な供給を確保するため着実に整備を
図ることとしていた。

宮城県企業局新水道ビジョン
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起こした。そこで、これまで実施してきた対策の
効果や有効性を検証した上で、「3.危機管理検
討会」で検討してきたバックアップ対策の加速的
な整備が必要と判断し、平成24年度に優先度

が高い「①高区・低区連絡管整
備」について事業化した。
　高区・低区連絡管整備事業
は、単一方向で整備した高区系
管路と低区系管路を連絡管によ
りループ化し、高区系管路より低
区系管路へ送水を行うものであ
る。

大崎広水　水管橋伸縮管離脱

仙南・仙塩広水　伸縮可とう管離脱

5. バックアップ機能の強化
　東日本大震災以前から高い確率で発生が予
測されていた宮城県沖地震に備えて、各施設の
耐震化事業を進めてきたが、東日本大震災にお
いて多くの施設が被災し、長期間の断水被害を
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図4　連絡管整備の事業効果

6. 高区・低区連絡管整備事業の概要
　高区・低区連絡管整備の効果としては、低区
系管路での漏水事故発生時や、将来行う低区
系管路更新時に高区系管路からの送水が可能
となるため、低区系管路を断水することなく工事
を実施できることがあげられる。
　当事業の事業期間は、平成24年度から平成
31年度までの8年間で全体事業費約90億円と
なっており、呼び径800および1000の水道用ダク
タイル鉄管および鋼管を延長約13.1kmに渡り
敷設するものである。（図5 事業概要参照）
　当初計画では平成27年度に工事着手の予
定であったが測量設計業務の早期着手から各
関係機関との調整を迅速に実施し、1年間前倒
して平成26年度に工事に着手した。

　高区・低区連絡管整備事業の着手式には、
本事業に対する期待の高さから、受水市町の
首長を始め、多くの地元関係者の出席を賜り盛
大に開催することができた。

高区・低区連絡管整備事業着工式
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7. 工法・管種の選定
（1）工法選定

　事業ルートについては、主に県道岩沼蔵王線
を占用することにより開削工法で敷設するが、河
川横断箇所等については水管橋や推進工法を
採用し敷設することとした。

（2）管種の選定

　本事業で使用する管種は、呼び径800につい
てはすべて耐震型ダクタイル鉄管（NS形）、呼

び径1000については耐震型ダクタイル鉄管（NS
形）と鋼管を併用することとした。
　なお、耐震型ダクタイル鉄管（NS形）は、先の
東日本大震災においても被災事例は無く優れた
耐震性能の実績があり、また現場条件が狭隘で
人家が連坦している区間や道路改築事業との
工程調整が必要な区間においても優れた施工
性を有しているため採用した。

図5　高区・低区連絡管整備事業　事業概要
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現在施工中の現場状況写真

図6　現在施工中の標準横断図

8. おわりに
　東日本大震災の発生から4年半が経過した
が、高区・低区連絡管整備事業は宮城県企業
局の「水道復興に向けた一大プロジェクト」とし
て実施するものである。
　今後は「3.危機管理検討会」で記載した「②
送水管路の他事業隣接管との連携」も早期に
実現することにより、更なる安全・安心な水道用
水の安定供給を目指すこととしている。
　最後に、連絡管敷設工事については、平成26
年度に着手（NS形呼び径800、延長L=260m）
しており、平成27年度からは敷設工事も本格化

するが無事故・無災害で事業完成を迎えること
ができるよう鋭意努めていきたい。



1.はじめに
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図1　水道用水供給事業、工業用水道事業の区域図

表１　水道用水供給事業の概要

名　称 県南広域水道用水
供給事業

鹿行広域水道用水
供給事業

県西広域水道用水
供給事業

県中央広域水道用水
供給事業

給水対象市町村等 7市町村1企業団 5市 13市町 10市町村1企業団

1日最 大 給 水 量 306,075㎥（306,075㎥） 108,000㎥（108,000㎥） 80,000㎥（80,000㎥） 78,000㎥（240,000㎥）

取 水 河 川 等 霞ヶ浦・地下水・利根川 北浦・鰐川・地下水 霞ヶ浦・鬼怒川・利根川 那珂川・涸沼川

給 水 開 始 昭和35年12月 昭和43年8月 昭和63年4月 平成4年1月

※平成27年4月現在、（　）は計画

表２　工業用水道事業の概要

名　称 那珂川工業用
水道事業

鹿島工業用
水道事業

県西広域工業用
水道事業

県南広域工業用
水道事業

県央広域工業用
水道事業

給 水 区 域 2市（2市） 2市（2市） 13市町（14市町） 5市町（12市町村） 3市村（7市町村）

給 水 先 6社9事業所 66社74事業所 109社119事業所 50社53事業所 12社14事業所

１日最大給水量 76,680㎥（76,680㎥） 885,000㎥（960,000㎥） 85,000㎥（85,000㎥） 40,000㎥（80,000㎥） 46,000㎥（62,000㎥）

取 水 河 川 等 那珂川 北浦・鰐川・地下水 霞ヶ浦・小貝川 霞ヶ浦 那珂川

給 水 開 始 昭和41年10月 昭和44年2月 昭和63年4月 平成9年7月 平成13年10月

※平成27年4月現在、（　）は計画
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び解析」、「被害予測見直し調査」の3つの調査
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3.東日本大震災による被害状況
　管路更新基本計画策定後に東日本大震災
が発生し、企業局が管理する管路についても、
亀裂の発生や非耐震管の継手部の離脱など、
合計130箇所で被災した。継手部の離脱状況を
写真1に示す。

4.管路更新事業化計画
　前章のとおり、東日本大震災では、企業局の
管路も沿岸部を中心に甚大な被害を受けた。第
2章で説明したように、平成20年度に管路更新
基本計画を策定し、各管路の布設年度を考慮
した老朽度や管種、継手、地盤種別を考慮した
耐震性の評価を行い、各管路の更新順位を設
定した。この中では事業ごとの財政状況を考慮
し、管路更新事業にその他の事業を加えた場合
に事業費が平準化できるようにしてきた。
　しかし、平成20年度に行われた管路更新基
本計画においては、各管路が点数で評価され
ているため、被害確率が高い管路に挟まれてい
る短距離の老朽度が高く、被害確率の低い管
路が後で施工される（虫食い的な管路更新に

なってしまう）など、実際の施工に関しては不都
合な部分も多くあった。
　そこで、平成24年度に策定した管路更新事
業化計画において、地盤の評価方法を明確化
し、各管路の被害率を新たに設定した。その上
で、各路線の優先順位を設定し、どの区間を施
工するかを決定した。これにより、施工順位の設
定方法が明確となり、効果的、効率的に事業化
を行うことが可能となった。管路更新事業化計
画の検討フローを図３に示す。
4.1　基礎調査

　管種、口径、布設年度等の管路の概要を整
理したうえで、更新が必要な管路を対象に現地
調査を行った。

　今回の震災による企業局の被害額は約40億
円（H22年：約8億円（応急復旧）、H23年：約32億
円（本復旧））に上ったが、震災直後から迅速な
応急復旧を実施し、震災後2週間で応急復旧が
完了し、送水・配水を再開することができた。

表3　費用対効果結果まとめ（工業用水道事業）

 県南広域 6,676,337 15,175,450 2.27

 鹿　　島 37,945,788 69,320,975 1.83

 県西広域 15,505,564 39,878,828 2.57

 那 珂 川 2,521,611 4,373,474 1.73

 県央広域 4,169,533 7,539,779 1.81

 計 66,818,834 136,288,505 2.04

費用便益比  B/C事業名 総費用（千円） 総便益（千円）

図2　管路更新基本計画の業務フロー

次計画の設定」を策定し、各事業の財政計画に
基づいた更新計画を立てた。
　図2に管路更新基本計画の業務フローを示す。
　また、管路更新年次計画の投資有効性を把
握するため、費用対効果分析を行った。費用対

効果分析の結果まとめを表3に示す。全事業総
計の費用対効果分析によると、費用便益比1.00
以上となり、管路更新年次計画の投資有効性
が示された。

写真1　継手部の離脱状況（鹿嶋市）
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4.2　管路の現状分析・評価

　各管路について、最初に耐震性の分類（非耐
震管、耐震適合性のあるDIP-K形など、耐震
管）を行うとともに、被害率・経過年数・重要度に
より評価して、管路更新優先度の総合評価を行
い、水圧確保や効率性等の点から機能評価を
行った。

（1）被害率による評価

　管路の管種、口径、地形・地盤、液状化の危
険度等から被害率を算定し、管路更新の優先
度を評価した。表４に被害率による評価点数を
示す。
（出典「地震による水道管路の被害予測」（社団法人 日本水道協会））

Rm（α）=Cp×Cd×Cg×Cl×R（α）
　　　　Rm（α）：被害率（件/㎞）
　　　　Cp：管種による補正係数
　　　　Cd：口径による補正係数
　　　　Cg：地形・地盤による補正係数
　　　　Cl：液状化による補正係数

（2）経過年数による評価

　管路の経過年数により管路更新の優先度を
評価した。経過年数による評価点を表５に示す。

（3）影響水量による評価

　給水量により重要度を算定し、管路更新の優
先度を評価した。重要度による評価点数を表６
に示す。

（出典「水道施設更新指針」（社団法人 日本水道協会））

SIQ=50/（exp（0.5×0.6931/（IQmax－0.5）））
×exp（0.6931/（IQmax－0.5）×IQ）

S I Q：対象路線の重要度点数
IQmax：全路線における給水量重要度の最大値
＊重要度点数の値によって、評価点（VI）を5段階に分類

（4）総合評価

　以上により算出した（1）被害率の評価点
（VD）、（2）経過年数の評価点（VY）、（3）影響水
量の評価点（VI）を基に総合評価を行った。
　なお、各項目のウエイトは、これまでの経験や
専門家の知見等を考慮して設定した。
表７に各項目のウエイトを示す。

 被害率（Rm（α）） 評価点（VD）
 0.196以上 5
 0.147以上0.196未満 4
 0.098以上0.147未満 3
 0.049以上0.098未満 2
 0.049未満 1

表４　被害率による評価点数

表５　経過年数による評価点
経過年数 評価点（VY） 経過年数 評価点（VY）
40年～ 5 10年～20年 2
30年～40年 4 0年～10年 1
20年～30年 3 

表６　重要度による評価点数

 重要度による点数SIQ 評価点（VI）
 80～100 5
 60～80 4
 40～60 3
 20～40 2
 0～20 1

図3　管路更新事業化計画検討フロー
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写真3　接合状況

総合評価点数
=VD×0.54+VI×0.30+VY×0.16

4.3　管路更新（耐震化）事業

　更新対象管路の設定を行った上で、更新工
事区間およびそれらの優先度を検討し、施工方
法の設定、更新工事費の算定、更新年次計画
の作成および管路更新の整備効果を求めた。こ
の計画を基に平成24年度から概ね10年を目途
に更新（耐震化）を進めている。
　表８に管路更新（耐震化）事業の概要、図４に
管路更新手法のイメージを示す。

　管路更新（耐震化）は、液状化危険度（大）に
布設されてある非耐震管を更新するものであ
る。更新手法は、非耐震管路を挟むような形で
耐震管によるバイパス管路を布設する手法をと
る。当手法をとることによって、断水を伴うことなく
耐震化を図ることができる。

5.管種選定基準について
　企業局では、ダクタイル鉄管、鋼管を使用して
おり、経済比較、現場条件により管種の使い分
けをしている。

6.NS形ダクタイル鉄管による管路更新について
（1）工事概要

1）工事名：導水管布設（耐震化）工事
　　　　　　（茨城県常総市内）
2）管　種：NS形ダクタイル鉄管　呼び径600
　工事箇所の選定は、管路更新事業化計画よ
り更新対象管路の設定を行い、優先度を考慮し
て決定した。本工事箇所は、工業用水の導水管
の耐震化工事であり、企業へ配水するための基
となる重要な管路である。
　本工事場所は、軟弱地盤上の農道であるた
め、地下水の高い状況でも施工性に優れ、着実
な日進量が期待できるNS形ダクタイル鉄管を採
用した。

表７　各項目のウエイト
 項目 被害率 重要度 経過年数 合計値
 ウエイト 0.54 0.30 0.16 1.00

表８　管路更新（耐震化）事業の概要

 県　南 170.3 121.9 6.3 49.2  75.2（71.6）
 鹿　島 166.5 67.5 22.6 45.9 54.1（40.5）
 県　西 247.6 94.5 86.2 113.5 73.0（38.2）
 県中央 189.5 133.8 42.7 61.2 93.1（70.6）
 計 773.9 417.7 157.8 269.8 74.4（54.0）

管路延長
（㎞）事業名 耐震適合管

の延長（㎞）
更新延長
（㎞）

概算事業費
（億円）

耐震適合率
（％）

（水道用水供給事業）

 県　南 94.0 54.9 27.0 32.6 87.1 （58.4）
 鹿　島 141.5 40.3 49.5 212.9 63.5 （28.5）
 県　西 260.7 49.3 70.2 99.7 45.8 （18.9）
  67.6 26.6 18.6 26.4 66.9 （39.3）
 計 563.8 171.1 165.3 371.6 59.7 （30.4）

管路延長
（㎞）事業名 耐震適合管

の延長（㎞）
更新延長
（㎞）

概算事業費
（億円）

耐震適合率
（％）

※耐震適合率の（　）書きは、更新事業前の耐震適合率

那珂川
・県央

（工業用水道事業）

写真2　土被り確認状況

7.おわりに
　近年では、産業構造の変化や水利用の合理
化、受水企業の撤退、さらに高度成長期に急速
に整備した施設の老朽化など、水道事業を取り
巻く経営環境は大きく変化している。
　企業局の管路は、給水開始から50年以上が
経過し老朽化が進むとともに、一斉に大量更新
の時期を迎えるため、限られた財源の中で効率
的に執行する必要がある。
　このような状況を踏まえ、企業局では、健全な

図４　管路更新（耐震化）事業のイメージ

経営の持続と事業運営を図るため、アセットマネ
ジメントを導入し、長期収支計画を策定したとこ
ろである。
　特に、管路更新事業については、管路延長が
膨大であることや更新時期が集中することから、
経営に与える影響が大きいため、財政収支を踏
まえた中長期的な視点に立った更新を進めてい
くこととしている。

＊配水管を埋設した地盤の模式図

※液状化などの被害が懸念される「非耐震管」の更新（耐震化）を進める

＜管路更新（耐震化）事業のイメージ＞

鋼管（SP）

＜地盤の性状＞
三角州性低地

（液状化危険度：大）
ローム台地

（液状化危険度：なし）

耐 震 管配水管 非耐震管 耐震適合管
ダクタイル鉄管（K形） ダクタイル鉄管（K形）

例）バイパス管の整備

<更  新＞
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写真3　接合状況
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 鹿　島 141.5 40.3 49.5 212.9 63.5 （28.5）
 県　西 260.7 49.3 70.2 99.7 45.8 （18.9）
  67.6 26.6 18.6 26.4 66.9 （39.3）
 計 563.8 171.1 165.3 371.6 59.7 （30.4）

管路延長
（㎞）事業名 耐震適合管

の延長（㎞）
更新延長
（㎞）

概算事業費
（億円）

耐震適合率
（％）

※耐震適合率の（　）書きは、更新事業前の耐震適合率

那珂川
・県央

（工業用水道事業）

写真2　土被り確認状況

7.おわりに
　近年では、産業構造の変化や水利用の合理
化、受水企業の撤退、さらに高度成長期に急速
に整備した施設の老朽化など、水道事業を取り
巻く経営環境は大きく変化している。
　企業局の管路は、給水開始から50年以上が
経過し老朽化が進むとともに、一斉に大量更新
の時期を迎えるため、限られた財源の中で効率
的に執行する必要がある。
　このような状況を踏まえ、企業局では、健全な

図４　管路更新（耐震化）事業のイメージ

経営の持続と事業運営を図るため、アセットマネ
ジメントを導入し、長期収支計画を策定したとこ
ろである。
　特に、管路更新事業については、管路延長が
膨大であることや更新時期が集中することから、
経営に与える影響が大きいため、財政収支を踏
まえた中長期的な視点に立った更新を進めてい
くこととしている。

＊配水管を埋設した地盤の模式図

※液状化などの被害が懸念される「非耐震管」の更新（耐震化）を進める

＜管路更新（耐震化）事業のイメージ＞

鋼管（SP）

＜地盤の性状＞
三角州性低地

（液状化危険度：大）
ローム台地

（液状化危険度：なし）

耐 震 管配水管 非耐震管 耐震適合管
ダクタイル鉄管（K形） ダクタイル鉄管（K形）

例）バイパス管の整備

<更  新＞

47管路更新（耐震化）事業について
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1． 摂津市の概要
　摂津市は、昭和31年9月に味舌町、鳥飼村、
味生村が合併して三島町となり、その後、三宅
村の一部を編入し、現在の市域を形成し、昭和
41年11月に市制を施行して摂津市となった。
　摂津市の地形は東西6km、南北5kmのL字
型で市域面積は14.87k㎡であり、南部には淀川
が、中央部には安威川が東西に貫流し、北部の
千里丘陵から安威川に流入する正雀川、山田
川、大正川などの河川が南北に縦貫する平坦
地で形成されている。このため、地下水や表流
水等に水の便がよく、水道が普及するまでは自
家用の井戸や用水路、疎水によってまかなわれ
ていた。
　摂津市の上水道事業は、これまで水源として
いた地下水の水質不良や、急激な地域開発の

進行に伴う工業用水の大量利用による地下水
位の低下等によって、井戸水が十分に得られな
い状況となったため、昭和30年に事業が着手さ
れたものである。

２． 摂津市の水道事業の現状と課題
（１）水需要の減少

　摂津市水道事業は、昭和30年に給水を開始
して以来、大規模な宅地開発等による人口の増
加、市民の生活水準の向上による水需要の増
加に対応するため、4次におよぶ拡張事業を実
施してきた。しかし、現在は、人口減少や節水機
器の普及等によって水需要は減少傾向にある。
本市の行政区域内人口の将来見通しについて
は、摂津市駅周辺の開発や宅地開発等により
一時的に人口の増加が予想されるものの、長期
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図３　給水区域と主要な水道施設
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的には少子高齢化社会がより一層進み、減少す
る見通しとなっている。また、水使用量は、顧客
の節水意識および近年における節水型機器の
普及等により減少傾向となっている（図１および
図２参照）。

（2）水道施設の老朽化と耐震化

　本市の４つの主な浄水・送水施設(図３参照)
は、昭和40年～昭和56年の高度成長期に建
設された。現在、これらの施設は、老朽化が目立
ち、施設の整備や更新などの大規模な事業に取
り組む必要に迫られている。
　管路についても、高度成長期に基幹管路を
はじめ、多くの配水管や給水管の供用を開始し
た。そのため、浄水・送水施設と同じく老朽化が
進んでおり、早急な対策が必要となっている。
　また、南海トラフ巨大地震など災害時への備
えとして、水道施設全般に対して、耐震化等の
減災対策にも取り組む必要がある。

図1　行政区域内人口

図2　給水量
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３．水道事業計画策定の取り組み
３．１　概要

　本市を取り巻く課題を踏まえ、平成26年に「摂
津市水道ビジョン」を策定し、本市水道事業の目
指すべき方向を定めた。「摂津市水道ビジョン」
では、アセットマネジメントに基づく財政計画・経
営戦略や、水需要予測などに基づく施設能力
の検証・配水計画の見直しを行い、実施計画を

作成して、水道ビジョンの実現に向けた考え方
や具体的な方策について検討を行った。現在、
これに基づき、将来にわたって安定的に持続す
る摂津市水道事業の確立に向けて、新たな事
業展開を行っている。
　以下に、水道施設の現況と、財源面を考慮し
た選択と集中についての内容を紹介する。

３．２　水道施設の現況調査

　施設の整備や更新計画において、選択すべ
きものは何か、投資を集中すべきものは何かを
検討するために、施設の状況調査を行った。
(１)各浄水・配水施設の状況

　本市の水道施設は、太中浄水場、鳥飼送水
所、千里丘送水所および中央送水所の４施設
で構成されている。平成25年度では、１日に平均

29,400㎥の水道水を市内に送水しており、自己
水32.6％、企業団水67.4％となっている。
　状況調査の結果、表１に示すように処理施設
や電気設備の更新が必要な施設が多いことが
分かった。

図４　摂津市水道ビジョン
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表１　各浄水・配水施設の状況
施設名称 施設の状況

（ア）太中浄水場

水処理設備
・更新していない沈澱池は、オイル漏れなどの不具合が発生、修理対応。
・�更新していないろ過池は洗浄不良によるろ過能力低下や一部の自動操作が不可能、手動操
作で対応。

配水ポンプ設備 ・4台あり最大3台が稼働。平成10年に更新、定期的に配水ポンプや電気機器を整備。

監視設備
（上位計算機、コントローラ、テレメータ）

・平成10年に設置。平成21､22年度に延命処置として一部機器を更新。

電気設備

・平成10年、23年の2回に別けて更新を実施。
・�年1回の保安点検では、数点の不良が発見されていたが、大きな故障につながるものはなく健
全な設備・発電機が設置から16年経過しており、大規模なオーバーホールが必要な時期となっ
ている。

（イ）鳥飼送水所

（緊急遮断弁を設置し
ており、給水拠点となる
施設）

受水設備 ・電動弁などは25〜36年が経過。一部の受水弁は36年経過しており更新時期を向えている。

配水池（6,000㎥）
・第３号配水池は天井部にクラックが発生。施工後36年経過しており、耐震性能はない。
・第４号配水池は緊急遮断弁付きの配水池であり、施工後24年経過。耐震性能はない。

配水ポンプ設備
・6台のうち最大3台が稼働。
・24〜36年経過したものがあり、現在は効率の良い4台の可変速ポンプを主に使用。

電気設備 ・平成26年に更新を実施し、安定した電源供給が可能となっている。

（ウ）千里丘送水所

（緊急遮断弁を設置し
ており、給水拠点となる
施設）

受水設備 ・流量調整弁は33年が経過しており、調節計等の電気部品が度々故障。

配水池（2,400㎥）
・�内部の防水は健在であるが、外面は錆等が発生している。施工後33年経過しており、耐震性
能あり。

配水ポンプ設備
・�3台中2台は昼間用、1台は夜間用。33年経過したものがあり、すべて固定速のモータのため、
配水圧力調整はバルブで制御している。

電気設備
・�33年間経過。老朽化による電気部品の動作不良がみられており、度々部品交換を実施してい
る。

（エ）中央送水所

受水設備 ・電動弁30年〜37年経過。2号受水弁は37年経過しており更新時期を向えている。

配水池（6,000㎥）
・�1号配水池はコンクリート強度がないため、長期の運用は不可能。施工後43年経過しており、
耐震性能なし。

・2号配水池は外面塗装が必要な状態。施工後37年経過。耐震性能なし。

配水ポンプ設備
・�4台中最大3台が同時稼働。経過年数は1〜2年。3台は可変速のモータ、１台は固定速にエ
ンジンポンプを設けた停電対策用となっている。

電気設備
・�受変電設備は、設置より23年経過しており年々絶縁抵抗が低下し機能の維持が難しくなって
きている。

（２）管路施設の状況

　本市の水道管路は、導水管・送水管・配水管
を合わせて約234kmが布設されている。管路
の多くは、昭和42年から実施された第2次拡張
事業および、鳥飼区域の区画整理事業時に布
設され、事業実施から40年経過した老朽管路
の延長は平成25年度末現在で73kmとなってい

る。また、布設後30年が経過した管も多く、図５の
ように水道ビジョンの目標年次である平成35年
度末には老朽管の延長が136kmとなり、半分以
上が老朽管となる。このうち、健全な管路の割合
は、導・送水管路で0％、配水本管では30%以下
となる。（図６参照）。
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図6　健全管路の割合図5　老朽管と健全管の推移割合

（３）経営状態

　本市の経営状態は、現状においては収益が
費用を上回っており、単年度で黒字を計上して
いる。
　しかし、収益的収入は90％以上を占める給水
収益が減少を続けており、今後もその傾向が続
くと思われる。また、収益的支出は、業務委託等
により減少傾向ではあるが、動力費や薬品費等
の高騰や、施設更新に伴う減価償却費の発生
によって大きく増加するため、将来的には上昇が
予想される。資本的収支は、現行の施設整備計
画に基づいて工事を行なえば、現在保持してい
る留保資金を補てんすることにより、平成33年度
までは、資金が枯渇することなく事業を継続でき
る状況にある。

３．３　施設更新計画における選択と集中

（１）水道事業の経営状況と更新計画の考え方

　本市では、料金改定を行わずに企業債を据
置して計画事業を行った場合、留保資金を補填
しながら平成33年度までは事業が継続できる状
況である。しかし、限られた財源で設備投資を継
続していくためには、耐用年数を超過した施設
を全て更新していく方法では経営は成り立たな

い。したがって、更新計画は、耐用年数を超過し
た施設をどれだけ延命し使用するか、事故に対
してどのようにバックアップしていくか、といった観
点から検討を行った。また、耐震化についても老
朽度に併せた耐震化計画を実行していくことと
した。
　以上より、施設の更新計画は、以下の3項目に
ついて設備投資費を集中させることとした。
　① 給水管の更新計画：鉛管をメーター装置の

前後で使用している箇所のみ更新する。
　② 浄水場・送水所施設の更新・耐震化計画：

主に受水の確保と電源の確保を最優先と
する。

　③ 管路施設の更新計画：企業団からの受水
管および送水所間を結ぶ基幹管路の更新
に集中する。

　また、通常運転の維持管理と応急措置のとれ
る施設計画においては、応急対策を市域全体に
とれる体制づくりが重要と考えている。本市とし
ては、『通常時の供給はもちろん、非常時の体制
や応急給水ができること』を重要視し、応急給水
の強化に財源を投入することとした。
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（２）重点項目

１）鉛給水管の更新計画

　鉛給水管は老朽化による漏水や、平成15年
の水質基準改正に伴い、鉛管の早期解消が進
められている。
　本市の鉛給水管は、鉛管対策事業や配水管
の整備、給水申請時の更新等によって、年々減
少しているが、平成25年度末の時点で6,322件
が残存している。また、鉛管対策は特定の地域
に集中して行ったため、鉛管残存箇所の点在化
が顕著となっている。 
　従来の更新計画では、路線単位で鉛管ととも
に配水管の老朽化対策、ポリエチレン管対策を
並行して、配水管・給水管の1次側・2次側をまと
めて更新を行っていた。

　今後は、鉛管の残存状況を再調査し、効率的
な更新計画の立案と、鉛管撤去に重点をおい
た更新を行うことで、鉛管の早期解消を図ること
とした。

2）浄水場・送水所施設の更新・耐震化計画

　浄水場・送水所施設の更新計画は、必要最
低限の施設維持を考えた計画とし、主に受水の
確保と電源の確保を最優先とした。
　また、耐震化計画は、施設の目視調査、物理
調査および静的解析による耐震計算といった耐
震診断を行い、耐震性が不足していると判断し
た施設は、災害時の水道水確保に主眼をおい
て更新や補強に取り組むこととした。

表２　浄水場・送水所施設の更新計画
施設名称 更新計画概略

（ア）太中浄水場 ・浄水場全体：今後井戸を掘ることは無く、自己水は減少していくため水処理施設はこれ以上更新せず、維持管理に重
点をおいていく。

・配水池：耐震性のない2号配水池は、自己水の減少量を見極めた上で水系縮小や水運用の方法を再検討し、その結
果必要であれば2号配水池の耐震化を行う。

・監視装置：すでに部品の入手が不可能な機器も存在しており、重要機器が故障した場合のリスクを考慮すると、早急
な更新が必要。

（イ）鳥飼送水所 ・鳥飼送水所全体：非常時における給水拠点の役割があり、確実に受水し衛生的な水道水を貯水する必要がある。そ
のため受水配管の更新と4号配水池の耐震化を優先する。

・配水池：36年間内面防水を実施していない3号配水池の内面防水と耐震化を実施し、衛生的に水道水を確保でき
るようにする。

・配水ポンプ設備：故障した場合に予備機を運転する事により対応可能なことから、更新を延期し整備に重点をおく。

・場内の配水管：2系統化を進め、配水管の安全性を確保する。

（ウ）千里丘送水所 ・千里丘送水所全体：災害時の給水拠点となっており、配水池の耐震性も有していることから、今後も整備等の維持
管理を継続していく。

・受電設備：耐用年数が大幅に超えている設備は、維持管理の限界にきていることから更新し、安定的な電源の確保
を行う。

・配水ポンプ設備：鳥飼送水所と同様に予備機で対応し更新は延期とする。

（エ）中央送水所 ・中央送水所全体：市内配水の他に太中浄水場の自己水不足分を補う企業団水を送水している施設であり、かつ水
道庁舎でもあるため、災害時には、隣接している市役所や消防と連携のとれた活動を実施していく必要がある。

・配水池：強度に問題がある1号配水池を撤去新設し、将来的に緊急遮断弁を設け新たな給水拠点とする。

・受電設備や発電設備：非常時の電源確保を確実なものとするために更新を行い、非常時の拠点として機能できるよ
うにする。
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３）管路施設の更新計画

　全ての管路を法定耐用年数で更新するとし
た場合、更新が必要となる管路の延長は平成
35年で136kmとなり、更新にかかる費用は約
124億円と試算された。このように、法定耐用年
数での更新計画は財政的に大きな負担となるた
め、アセットマネジメントを活用し、重要度に応じ
た更新基準を策定し、優先順位を検討する必
要がある。重要度に応じた更新基準で更新した
場合には、図8のとおり、財政負担も平準化するこ
とが分かった。
　現在、本市の事業は配水支管の更新が中心
となっているため、配水本管で漏水などの事故
が発生すると、断水区域が広範囲となり、市民
生活に多大な影響が生じると想定される。また、

地震などの災害発生時には、応急給水施設へ
の送水能力が不足する事態も考えられる。
　そこで、今後は基幹管路である企業団からの
受水管や送水所間を結ぶ配水本管を重要度
が高い管路と考え、優先して耐震化することとし
た。
　基幹管路の耐震化は、更新工事と併せて実
施していくこととした。管種はＳ形、ＳⅡ形、ＮＳ形、
ＧＸ形といった耐震型のダクタイル鉄管を採用
し、平成25年度末で管路延長11.439kmの耐震
化を完了している。
　また、配水本管の耐震化は今後、老朽管の更
新計画で平成35年度までに5.3kmを予定してい
る。

３．４　今後の水道事業経営の課題

　本計画を策定するにあたり、想定される巨大
地震や老朽化した施設の破損等による市民生
活への影響の軽減や、限られた財源を効率的
に利用することに配慮した。しかし、これらを遂行
していくためには下記に示す財政面・技術継承
等に課題が残っており、今後はこれらの課題を

図8　重要度・優先度を考慮した更新需要図7　耐用年数で更新した場合の更新需要

 

 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

配水支管

配水本管

送水管

取・導水管

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

更
新
費
用

百
万
円

更新年度

配水支管

配水本管

送水管

取・導水管

更
新
費
用

百
万
円

更新年度更新年度

解決しながら計画を遂行していくことが必要であ
る。

（１）財政面の課題

　今回の事業計画では、上記3項目を中心に事
業を実施した場合、鉛給水管更新に約7億円、
浄水場・送水所施設の更新計画に約30億円、
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管路更新に約22億円の計59億円の工事費用
が平成35年度末までに必要となる。
　水需要の減少といった経営環境が変化する
なか、将来にわたって持続可能な水道事業経
営を行うためには、経費節減や契約方法等の見
直しなど効率的な事業運営の改革とともに、新し
い水道料金制度を構築することが求められる。
　料金制度の見直しは従来から行われている
経営改善の手法であるが、これらの手法も併せ
て実施することにより、今後大きな変化を遂げて
いくであろう水道事業に対応できるような準備を
しておかなければならない。

（２）技術の継承

　熟練職員の退職などにより技術の継承や人
材の育成が急務となっている。そこで、機構改革
として民間業務委託の拡大と職員の強化が必
要な部署への適正配置を視野に入れ、技術部
門（工務課・浄水課）を一つの課とした。（図9参
照）
　今後は、課内における職員の流動性を高め、
工務課と浄水課のそれぞれの技術の継承を促
進していくことが重要である。

４． おわりに
　本市の水道事業を取り巻く環境は、景気の低
迷や給水人口の減少などと相まって、料金収入
の落込みが続いており、今後も、水需要は大幅
な伸びが期待できない。また、施設の老朽化や
災害に強い施設構築に多額の費用が見込まれ
るなか、経営の健全化を図ることが急務となって
いる。
　この課題を解決するため、各セクションの意見

と水道部全体を総括する立場という両面の考
え方を融合し、摂津市水道ビジョンの実行にむ
けて実現化方策を中心に実施計画を作成した。
今後は、これからの摂津市水道事業の舵切りを
する上で、これらの方策を念頭に置きながら、こ
の事業計画を実行し、形あるものにすることによ
り、本市水道事業の健全な運営を行っていく所
存である。

図9　組織体制（左図：旧、右図：新）
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山形市上下水道部

山形市よ下水道郁では、災害に

まけない強靭な水道への取り組み

と家庭でできる災害への備えを市

民のみなさんに知っていただくた

め、 2月から5月まで山形市役所隣
りの中央駐車場ウインドウディスプ

レイを活用したPRを行いました.

耐震管力ツトモデルや3つの備え
「飲み水の備蓄Jr容器の準備Jr風
昌水のため置きJをわかりやすく説
明したパネルの展示で、期間終了

後も、引き続き上下水道都庁舎1

階ロビーに展示しています.

ダクタイル鉄管

事業体だより

~ウインドウディスプレイて伊R-

，!7J{_ fJ_1ψ 1!._川、
『災嘗」をテーマとした事鎗組介と京宣で@備えのウ

インドウディスプレイ

水温"の耐震化rGX・』カットモデル

深谷市環境水道部 ~水道週間浄水場施設見学会~

深谷市環境水道部では、第57
囲水道週間に合わせ、水道につい

ての理解と関心を高めてもらうた

め、 6月1日(月〉から5日(金)

まで啓発のためのイベントを行い、

6月7日(日)には平成26年度に

完成し、深谷市で最も新しい岡郁 出枇ての水道柑臨時鋪重量帥~さん
浄水場の施設見学会を実施しまし

た.
r2014ゆるキャラ準グランプリj
の.ふっかちゃん・と一緒に水道水

が出来るまでを重量加者の皆さんに

学んでいただき、出来たてのおい

しい水道水を実感していました.

平.26年宣に兜成した閑却浄水窃水道庁舎



蕨市水道部

蕨市水道郁では、水道週間にあ

わせて「わらびの安全な水」をPR

する展示を市内公民館で行いまし

た.みなさんの水への関心は高く、

貼つである地図で自宅近くの耐震

性貯水槽を確認する方、展示のダ

クタイル鉄管模型を触って外れない

ととを感心する方、年齢性別を問

わず多くの方にど覧いただきまし

た.また、市立図書館で水への理

解を深める図書や DVDの展示・
貸出を行いました.水道週間に限

らず、水に関する情報を日ごろから

発信していく必要性を感じました.

座岡市上下水道部

座岡市上下水道部では、日本水

道協会の提唱する耐震化推進プロ

ジェクトのモデル事業「命の水住

民協働キャンペーン」の一環として、

平成27年2月88(日)に「水道
ふれあいフェアJを開催しました.
座聞の水道に関するパネルや耐震

管模型の展示、浮沈子工作教室や

ろ過実験などを行い、多くの方にご

来場いただきました.3種類の水を
飲み比べる利き水コーナーでは、

座間市の地下水100%のポトルド
ウォーター「ざまみずJがおいしい
と好評をいただきました.
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~寄せられた水への高い関心~

~水道ふれあいフェア~

事用水のようす
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東大阪市上下水道局

東大阪市上下水道局では、つつ

じの開花時期にあわせ平成 27年
4月22日から29固まで上小阪配
水場の一般開放を行い 8，930人
の来場がありました.との催しは、

普段入れない配水場の、つつじを

鑑賞し、市民の方に上下水道事業

について理解を深めてもらおうと、

地元の自治会と協働で平成 17年
より行っています.船出内には樹齢

52年の平戸つつじ約 1，500株が
E水池の周囲約330mを取り囲む
ように咲いており、訪れた人たちは

赤やピンク、自など色鮮やかに咲

いたつつじをゆつくり鑑賞していま

した.

大阪狭山市水道局

大阪狭山市水道局では、 5月3
目(目〉の『狭山池まつり」において、

水道水と市販のミネラルウォーター

を飲み比べる「利き水会」を開催し、

1. 000人の方に水道水がおいし
く飲めるととを実感していただきま

した.アンケートでは「水道水に対

するイメージが良くなったJr水道
水がおいしくなった」などの良い評

価をいただき、併設した水と遊ぷ

コーナーには子供たちが集まり大盛

況なイベントとなりました.との狭

山池は、 2016年に築造1400年
を迎えます.

事業体だより

~上小阪配水場つつじ
一般開放を行いました~

圃

znv
 
おシ』，、

酬
明
H
U
 
つつ

，，
.
 

一般開放の中で行財Z測さ水会

~狭山池まつり2015-

猟誕砂
町福お昨

「水道ぴコーナー'JQ>僚子



τ'OPlCS 59 

和歌山市水道局 ~小学生を対象にした出前講座~

和歌山市水道局では、小学生4

年生を対象に犯の川の水が、水道

水となって、みなさんに届くまでを

わかりやすく説明する出前講座を行

いました.

小学生は普段使用している水道

について、興味を持ってくれており、

体験などを過して触れ合う事が出

来ました.

水道水の安全・安心を支える仕

事について少しでも理解してもらい

たいと考えており、今後も講座内

容を充実させていきます.

\~ 

GX形・乎の繍置で仕司自みを見てもらった

全国の上下水道事業体では、多種多樟拡住民広報を実施されています。

とのコーナーでは他事業体の読者の皆さんが参考に怠るよう砿取り組み

をと紹介させていただきます。

調匝怠問い合わせ除、也会各支部まで.
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国連防災世界会議・パブリックフォーラム(仙台市)

応急復旧デモシストレーショシ・災害対策展示

平成27年3月に仙台市で開催された国連防災世
界会議の一環として、市中心部の勾当台公園で防災・

減災をテーマとした屋外展示イベントが催されまし

た.乙のイベントに仙台市水道局は、(一社)日本ダク

タイル鉄管協会の協力を受け、3月14.15の両日、

可動式のダクタイル鉄管の模型を始めとした災害対

策展示ブースを出展しました.またあわせて、宮城県

管工業協同組合と共催で「応急復旧デモンストレーシ

ョン」を行いました.

展示ブースでは、「ひと乙U主備蓄宣言Jを記した来
場者に、世界会議を記念して作製したボトル水道水を

無料配布した乙ともあり、東日本大震災で被害が皆無

であったNS形管を紹介するパネルや、GX形管の可

動模型、応急給水体験展示の前に、圏内外から来仙し

た多くの方々 が集まり、係員の説明に閤き入っていま

した.

また、「応急復旧デモンストレーション」では、迅速・

的確に配水管を切断・接続する管工事事業者の技

に、大勢の観客が見入っていました.

とれら水道のイベントへの来場者は2日間で約

5.000人と、大盛況でした.日本の水道技術、災害対
応力の高さが圏内外に発信できたと実感しています.



ダクタイル鉄管に関すみ素朴な疑問

ダクタイル鉄管に
素朴な疑問

する

供用中の管踏を掘削する時の不平均均対策の方法は?

61 

供用中の管路司E掘削した場合、掘削部の管路が白星で垂れ下が§ないように、吊り防

護等を措します。日本水道協会発行 r水道維持管理指針 2006Jでは、 r吊り・受け防

龍は必ず専用の漏り桁を設置し、復興用桁と兼用しない。吊り材・受付材は、継手都の両側、

直線部は口径や管種により 1-2m間隔に霞置し、吊り防護の場合は鋼材など犠撮れ防

止措置を行うりと記述されています。

また、管播を掘削した場合、異形管部に発生する不平均カによって継手が抜付出そうと

するため上記とは別に防護が必要となります.

掘削した管路の防護について、上述の r水道維持管理指針 2006Jでは r異形管は

抜け出しカに対抗できるよう鋼材などで防護するω、r異形管などの防自障を行う場合は、

管在全て露出させないで背面土庄を確保するか、あるいは断水してから行うりと記述され

ていま項、

別の方法として、鋼材などで防護する以外に、水圧保持金具や移動防止金具を使用す

る方法があります。水圧保持金具や移動防止金具などの使用については、専門メーカにと

確寵下さい。

国1WMにはたらく不平勾カ 園2 不平均カ防畿の倒
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音楽活動のススメ
仙台市水道局管路整備課長境 潔

歳をとるにつれて、趣昧を聞かれる機会も

少芯くなりましたが、聞かれた時には「音楽

活動です。」と答えています。音楽の楽しみ

方は色々ありますが、私の場合はステージで

ギターを弾き芯がら1人で歌ったり、バンド

で歌ったDとし1ったライフ演奏です。今回は、
こうした音楽活動を続けるうちに分かつてき

た面白昧について、「表現」と「貢献jという

2つのキーワードで書いてみたいと思います。

私にとって音楽活動の最大の魅力は、「自

分が確かに感じているけど、未だ形になって

いないものJに形を与える乙と、つまり「表現
するjという行為の楽しさです。自作の曲に

限5す、音楽を演奏するとき、「それをどう表
現するか」にE解はありません。裏を返せば、

「どう感じて、何を選択して、それにどん芯価

値を見出すかJI~自分次第です。全ての音楽
活動のペースには、乙の「表現するjことの

喜び・衝動のよう砿ものがあるのでは芯いか

と思います。

そして、乙の「表現する」プロセスは、「考

える」では芯く「感じるJからすべてが始まり
ます。音楽のノリや雰囲気を伝えるとき、.フ

イールfeel"という言葉をよく使いますが、そ

れは表現が「感じて、それに応じる乙とjつま

り「駒忘する」乙とだからです。そして、この「感

じる」領域は、「考えるJ領域のように理路整
然としていません。表現する人は、表現し共

感したいという思いと自らの感覚を頼りに、

手探りで進ま芯ければ芯りません。その結果

として、表現する人の聞には、Eいの表現を

感じ取ろうとするフラット芯関係が自すと築

かれることに芯ります。

とうした関係は、音楽仲間同士ではごく自

然芯ものですが、仕事上の関係では芯か芯

かお目にかかれません。私的な理屈を一方

的に主張する人や表面的なコメントを唱え

る人と話すと、反応するだけの思考と表現の

無い言葉に、回し車を懸命に回す八ムスター

を連想してしまいます。オーブン芯.感覚

feeling"よりも、自分中心の“感情emotion"

が支配的なので、容易にパワーゲームに陥っ

てしまうのでしょう。乙こ数年よく耳にする.ア

サーションassertion"は、互いの意見を伝え、

尊重し合うことで、人間関係や合意形成を円

滑にするコミュニケーション・スキルですが、

その基本と砿るアサーティブ芯姿勢は、まさ

に表現する人のそれではないかと思います。

さて、もう1つのキーワードは「貢献」です。

この言葉が浮かんだのI~自分でも意外なの

ですが、震災後に触れたR.グリーンυ-フや
Aアドラ一、P.ドラッガーの言葉の影響芯の

かも知れません。

ステージlこ立つと芯れば、自分の表現を人

目に聞すととに芯ります。当然、演奏の完成

度を上げようと練習に励むわけですが、バン

ドで演奏する場合lこは、メンバーが同じ方向

を向いているかどうかでステージの出来が

ほぼ決まってしまいます。ここで言う「方向」

とは、「どん芯気持ちで練習やステージに取
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り組んでいるかJといった気持ちの部分で、
晴好やセンスではありません。別の言い方を

すれば、メンバーの聞にあって、その集団をfバ

ンドという1つの共同体Jとして結び付けて
いる糊のよう君主ものと言うこともできます。

バンドとしてのサワンドやステージを意識す

ればするほど、メンバーはfこのバンドにどう

貢献するかjを自ら聞い、その責任を自然と

引き受けることになります。(この.責任

respans i bi I ity" という言葉b~， "感応する

respanse"・能力ability.と綴られるのも

領けます。〉突き詰めれば、バンドのサウンド

やステージとは、パンド内で酪成された何か

が形に怒ったものであり、メンバーがそれを

感じ、より豊か怠表現のために貢献するのが

バンド活動だと言えるでしょう。

さらに、実際のステージセはこの共同体の

感覚が、お客さんを巻き込んで会場全体を

満たすととも珍しし1ととではありません。ス

テージの上も下も忽く、全員が音義のリズム

と響きを感じて心地よい雰屈気に満たされる。

そん芯体験をすれば、そこにいるすべての人々

がライブに委参加し貢献しているということに

誰もが気づくはすです。「興奮の指摘Jとよ
く言いますが、この「指摘J という言葉I~，溶

けて1つに砿った状態をうまく表現している

と思います。ここでも、必要慈のI~オーブン

忽感覚feelingであることは言うまでもあり

ません。まさに、ブルース・リーの有名な台詞、

‘Dan' t think. Feel."ですね。

リレーエッセイの話をいただき、音楽活動

の面白除について書いてみましたが、こうし

た「表現Jや「貢献Jのチャンスは、音楽活動
に限らす日常のあらゆる場面で見つけるこ

とができると思います。これからも、手間と

隙と金(許される範囲内で)を惜します、表

現し貢献する a良い仕事gaadjab"をした

いものです。
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告支部におけるJDPA公募型技術説明会の計画

開催日 会場 講師 テーマ

-北海道支部

11月11日(水) アパホテル 北海道大学教授松井佳彦氏 水道水質基準とリスク管理
3階会眼室

水道の耐震化について厚生労齢制局水道課課長補佐凪才寛氏

-東北支部

1月21日(木) ハーネル「青仙葉台」 千葉大学准教授丸山普久氏 東北地方太平洋沖地震における水道管踏の被害分析
4階 J

大阪広域水道企業団技術長松本要一氏 大阪府繊の水道広域化について(府矯ー水道をめざして)

-聞東支部

10月27日(火) ホテル国「平際歳2J1 金沢大学教授宮島昌寛氏 2014年長野県械断層地震にお肺;柑鱈と酎量化の促進
3踏

厚生労働省健闘水道課融補佐国才寛氏 水道の耐震化について

10月29日(木) 千葉市幕多張目勤的労ホ市ー民ルプラザ 千葉大学准教授丸山喜久氏 東北地方太平洋沖地震におけるよ水道瞥路の被害分析
2陪

岩手中部水道企業団局長菊池晴敏氏 水道事業における広域化と経営の効率化

11月B目(金) 静岡市文化会館 東京大学教授滝沢智氏 水道施設の更新に向けた課題と新たな取り組み

矢巾町よ下水道県 ネ士会的ジレンマを乗り越えた住民参加型水道事業

上下水道係長吉岡律司氏 ビジョン策定とフ斗ーチャーデザイン

11月12日(木) 群大馬会議県青室少年会館 国立環境研究所理事石飛博之氏
東日本大震災の教訓と災書環境研究

(元厚生労働省健康局水道課長)

八戸圃域水道企業団課長補佐内宮鏑隆氏 強靭な水道施般に向けた笹路耐震化の推進

11月20日(金) jj木県総合文化センター
第2会鴎室

東北学院大学教授吉田望氏 液状化と液技化に伴う地中構造物の被害

国立環境研究所理事石飛樽之氏
東日本大震災の教訓と災寄環境研究

(元厚生労働省健康局水道課長)

11月25日(水) 新中潟会市場産業振興センター 金沢大学教授宮島昌寛氏 2014年長野県神揖断層地震にお防る水道被害と耐震化の促進

厚生労働省儲局水道課課長補佐近麓才献 水道の耐震化について

.申部支部

12月4日(金) 名第古一会屋蟻国際宣センター 東北学院大学教授吉田望氏 回整中

株式会社目;水コン調査役松葉圭二氏
調整中

(前般車県都市首築部水道企軍需県営水道企画監)

1月27日(水) サン・ワーク津 京都大学教授伊麓禎彦氏 調整中

株式会社目:水コン調査役松葉圭=氏
調整中

(前僻脇市醜融通企業課贈柑企画監)
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開催日 会場 協師 アーマ

-関西支部

11月2s日(水) 圃民曾館武住庫友Ie生念命ホピールル 災害多発時代を迎えて
12陪 山口大学副学長教授三浦房記氏

~南海トラフ地震にそなえる~

-闘酉・中園田園支部合同開催

11月17目(火) アルファあなぷ書ホール 金沢大学教授宮島昌克氏 南海トラフ地震に備える~水道施設の耐震化促進~
(香川県県民ホール)

晶松市上下水道局 I次世代に引き鍵ぐ上下水道システムを構ーーする為にJ
局長率川公紹氏 -高松市における水道広域化への取り組み
局次長義本敬三氏 -高松市における水道施股耐露化への取り組み

-中園田園支部

10月29日(木) 岡山県大総研合修福室祉会館 日本水道箇会大阪支所長宮内灘氏 水道の畑鵬酎批判復旧に向けた紬楠の確保について
4階

目立保甑桝学院上駐回融情聴氏 持鍵可能な水道組指して-:水道のことをもっと知ってもらおう~

-九州支部

11月6日(金) 沖縄県男女共同参画セン貴一 宮山県生活環境文化部
次長熊谷和哉氏 水道事業の現在位置と将来
(元厚生労働省水道課水道計画指導室長)

詳細についてはホームページをご覧ください。

按術資料改定のお知Sせ
2015.4 
W14NS形タクタイル鉄管時び径500-1000
援合要領.

・継手チェツクシートの内容を見直しました。

W16GX形ダクタイル鉄管指合要領.
・切管周挿しロリング溝周テープの表記を追加しました。

-切管時の呼ぴ径300・400白線表示位置寸法を変更しま

した。

2015.6 
W16GX形タクタイル鉄管綾合要領.
誤植を訂正

2015.7 
W06U形、U-D形ダクタイ111鉄管篠合憂領書
.呼ぴ径700を削除しました。
・誤植を訂E
W13 US形ダクタイJII鉄管接合要領.補足掲爺
• rus形周ロックリングの確認」項目を追加しました。
T27タクタイル鉄管管蕗配管眼it橿塑マ=ュアJレ
・離脱防止継手による一体化長さ等の計算条件を見直しま

した。

・誤植を町正

T33ダクタイル鉄管による推進工法
・ダクタイル鉄管推進時の留意事項として、アダプタの取り

付けや推進管の最大有効長等を追加しました。

・推進カの計算方法として、下水道協会式や泥水・士圧計

算定式等を追加しました。

・曲銀推進として、曲線配管の検討方法等を追加しました。

T60ALW形タクタイル鉄管
・農業用水用、下水道周(汚水および汚泥を除く)およびそ

の他(水道周を除く)のパイプラインを対象とレて開発規

格化された設断水圧1.0MPa以下の限定した呼ぴ径300
~400のダクタイル鉄管の概要

2015.9 

T26タクタイル鉄嘗管慣のてぴき
.GX形、S50形追加、印ろう形.KF形削除
.その他現行規格類との整合を図った。
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国際シンポジヲム

第10回水道技術国際シンポジウムが7月初日;から22日の三日問、神戸市国際展示場にて開催され、海

外からの160人を含む斜O人が参加、各種イベントを通じて活発な識論が展開され、併設展示会には41

の企業・団体が出展しました。日本ダクタイル鉄管協会也、 f水道の『未来』を支えるダクタイル耐震管Jと
題し、展示を行いました。国内外からたくさんのお客様にど来訪いただき、説明員には多くのご質問を寄

せていただき志した。次回は2019年度に横浜での開催が予定されています。

下水道展‘15東京
7月総日-31自家での四日間、東京ビッグサイトにてI下水道展'153在京J(主催=日本下水道協会}が

開催され、331の企業・団体が出展、最新の下水道技術・製品のPR~行いました。日本ダクタイル鉄管

協会毛、「下水道に確かな安全を。圧送管路にはダクタイル鉄管」をブースコンセプトに出展しました。可

動模型、カットサンプル、各種パネル類を展示し、たくさんのお客様にど来訪いただき、実際に見て、触れ

ていただくととができました。来年度は“ポートメッセなごや"にで開催が予定されています。
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| 規格~ース
JDPAG 1053・1053.e (ALW:形タクタイル鋼鉄管)

水道以外の管路には、JISG 5526(ダクタイル錦

鉄管)文はJDPAG 1027(農業用水用ダクタイル鋳

鉄管)などのダクタイル錦鉄管が使用されていたが、

より経済的な対応が必要になったことから、ALW形

ダクタイル鋳鉄管を開発、実用化し、平成27年2月12

日付けで¥JDPAG 1出3、平成27年8月6日付けで

JDPAG 1筋3-置を制定した。

羽田

盗用範個

師事び径

割腹手の‘塗

• • 

ALW形ダクタイル鋳鉄管の概要を以下iこ示す。

JDPA G 1053 I JDPA G 1側 a

餓針水産1.0M旬以下の厳猿用水、下*副首{汚水・汚泥f:除く〉などに用い~ダクタイル鈎鉄管である。

3∞-400 450-6∞ 
直 後:T形ダクタイ'J"飾畿管司Eベースとした線道~したo~t.:、ゴム鎗も，Tf修ゴム総司Eベースとして断面形車売を旋更した。

一、ご)

具現接待:JISG5527(ダクタイル鋳鉄異形町B:び'JDPAG1027の異形.f:使用する. 

.・:
w種

AL1.. 

AL.. 

ALW鯵ダクタイル...wの..  単位mm

呼ぴ後

.猶Lt、I土治改良司臨微量+扇設委+‘準2民ぴ運用・動車鋭役者trパイプラインJ(a綜球選鎗集約
録興局後量破吉事政断線監青島)(3存続21年3m)によって下型慢の条件から涼めたAL1種惨とAL2糧管
の必慶績を規定した.

象

徴僚支事事角

aa臨材'(1)反カ脅匝織
土敏り

活相官量量

級野たわみ歯医

事宇

務省〈活事事貧司E除<>によ~表現'週Eれ.8:

般箭内庄

ALHII・
30. 

600kNlm' 

A凶溜.

90. 

3600kNlm雀

'!fVCft獄ぬ-400:0.6m-司.2m
~t戸跡50-600:0.6m-2，0 m 

T-14(審者総}

396 
1.5 

唱.0MPa

内海繊|ヱポキシ糊紛体制晴樹終械合した治制

外宿泊.1合成樹自民事歯車等(縄色}



日之出水道機器株式会社

HINODE 

タッチして、効率管理。
主水道嘗理ザボートシステふ

UBIQUITOUS TOUCH⑧ 
ユピキタス・タヲチ'

上水道管理ザポートシステム「ユピキタス・タヲチeJI主、

ICタグが内蔵された鉄董とスマートフォンなどのスマー

トデバイスを使用し、パルプ操作情報などの日常の維持

管理情報をパソコンで効率よく管理するシステムです。

本 植/楠岡市情多区量輸5・8-18(ヒJヂビルディング)T，・1([陥2】4764ln7
東軍事抵/車京都港区擁榎3-'ロ-e(ヒJデピル) Tel(偲 )36踊 43418

ー 工羽田;本ダク宮イル異形"エ.会会員

よ・下水道周1
・営業品目工蜘雄用lダクタイル制措

ポンプ周J(口径75"-3，000")
くt>抹式創遠山銭:I.;氏

志 位梅玉県久喜市甚指町繭刷司8.旭
ー例制{筒}創刊 FAXO欄(騎;)71∞



•••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

当協会で肱崎会館『タクタイル脅悶IJを年1&:2固(5月中旬、
10月中旬}発行しています。との箇会髭@表紙写.を広く
観音の皆様より'ることとしました。

水のある風景

応聾方法怠ど詳しくは、

タクタイル敏信義紙写...
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-・・・・・・・編集後記・・・・・・・・
-今号の巻頭言では、東京大学の滝沢教授

に「水道事業の持続と発展に向けて」をテー

マに原稿を執筆いただきました。水道事業の

持続と発展を考えることは、日本の地域社会

の持続と発展を考えるととでもあり人口減少

や給水収益の伸び悩み、職員数の減少、施

設の老朽化などの難題が水道事業者には

突きつけられている。とれらの課題解決のた

めには、産・官・学、とりわけ所属されている

「学」の分野の役割が重要であると述べられ

ています。

・今号の対談では、国立環境研究所の石飛

理事とさいたま市の日野管理者に『水道事

業の災害対策について」を語り合っていた

だきました。石飛理事からは厚生労働省の水

道課長時代に発生した東日本大震災の対

応について、当時の緊迫した状況、水道事

業体の連携の素晴らしさを振り返っていただ

きました。さいたま市の日野管理者からは、耐

震化率の数字ももちろん重要ですが、職員の

意識づけ、耐震化に取り組む気概が重要で

あるとコメントいただきました。ぜひご一読くだ

さp。

.技術レポートは5編、ダクタイル鉄管の更新基

準年数評価、布設替工事、連絡管整備工事、

管路更新の考え方、小規模事業体の施設更

新に関する取り組み、どのレポートもグラフや図、

表を使って工夫されています。

・事業体の広報、市民の方々の触れ合いの取

り組みとして92号から事業体だよりを掲載し

ています。今回は7事業体を紹介しています。

対談でも話題になりましたが、当然のように蛇

口から水が出る水道事業をL功主に市民の方々

に理解していただくか、事業体の皆さんは苦

労されています。今後も住民の方々と触れ

合う取り組みを取り上げていきます。

••••••••••••••••••••• 
ダクタイル鉄管第97号〈非売晶〉諜器開詔 印刷発行

編集兼発行人本 山 智 啓

一般社団法人
発行所

日本ダクタイル鉄管協会

本部・関東支部

関西支部

北海道支部

東北支部

中部支部

中間四国支部

九州支部

(h坑p://www.jdpa.gr.jp) 

干102-0074 東京都千代田区九段南4丁目8番9号(日本水道会館)
電話a(3264) 6655 (代) FAXa (3264) 5075 

干542-0081大阪市中央区南船場4丁目12番12号(ニッセイ心斎橋ウエスト)
電話06(6245) 0401 FAX06 (6245) 0玖加

干ωGαM昭和幌市中央区北2条西2丁目41番地(セコム損保札幌ピル)
電話011(251) 8710 FAX011 (522) 5310 

干鑓()'()()14仙台市青葉区本町2丁目5番1号(オーク仙台ピル)
電話022(261)04位 FAX022 (399) 65!狗

干45().αlO2 名古屋市中村区名駅3丁目22番8号{大東海ピル)
電話052(561)町75 FAX052 (433) 8お8

干73().()()32広島市中区立町2番23号(野村不動産広島ピル8階)
電話082(545) 3596 FAX082 (545) 3586 

干810-αlOl福岡市中央区天神2丁目14番2号(福岡証券ピル)
電霞叡)92(771)民主28 FAX民12(406) 2256 



管蹟の更新や新眠lζは、耐E性・

耐久性・耐蝕性に値れ、安全・確実事

施工性で定肝のNCKタクタイル鉄管。

E嘗・異形官、鉄彊怠ど、
タクタイル副官暗システム一式を掴元、

製造かB買荒田E工まで、NCKの一貫した

先謹聾舗でお応えします。

@跡鰍管線譜触

e 
盲-タ'~~イル徹鱒

本祉.I・:干846-01田埼玉県久曹市圏楠町周和沼1番地雷脳叫路1101開喪主支社:干蜘叩14仙台市宵薫区本町3・E・22tt(1臨)酪-2731冊
東京・断:干間羽45東京都中央区寒地E・12・10tt岡田日71胸中部支社:雨明46名古屋市西区牛島町5番E号雷同盟羽醐
拙凶臨祉;干ω3'(]821礼町白石区菊水元町l舵丁目齢号告白11)87同崎町九州支社:i'812叫 7富岡市博多区御供所町ト1tt(092臨.Q20111J
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